
ＩＲカジノ導入による危険と弊害
１．カジノの導入は、経済産業収入などを期待する企業界にとっては当然プラスの期待があって賛成が多い。一般市民にとっては、ギャンブル好きの人は歓迎できても、カジノ経営者に賭け金を天引控除された上で自分達が出した金を勝負して取り合うというもので、勝者より敗者の方が圧倒的に多い。賭博・富くじの略奪的本質は変えようがない。
　人の射倖心（偶然の利益を目指す心理）をあおるギャンブルは、富を生む「産業」ではない。富の「消費」で「悪業」「怠業」である。弱者を喰う産業なのだが、「遊び」と「快楽」を提供するものとして正当化される。このギャンブルを産業化するカジノは、本質的に刑法が禁止する社会の「敵」なのだが、安倍の経済成長の戦略なら正当化されようとしている。
２．「統合型リゾート（ＩＲ）」というも、その核はどんなギャンブルも可能にするカジノである。本来のリゾートは、宮崎県のフェニックスリゾートでも長崎県のハウステンボスでも失敗している。カジノなしのリゾート、観光、ホテル、商業施設は、ビジネスとして失敗することを体験済だから、外国人も日本人も大金を「落としてくれる」カジノリゾートが必要だというのだろう。射倖心で釣って誰からも確実に金を奪える。これがＩＲ推進企業の本音である。
　　安倍政権は、こんなＩＲカジノを「経済成長」として「改定成長戦略」に加え、7月16日から本格的に動き出した。それが次の報道である。
「～安倍内閣、カジノへ新組織～
安倍内閣は「改定成長戦略」でカジノ解禁に向け、関係省庁で検討をすすめることになったことから内閣官房に新組織をつくった。国交省から渡邊一洋氏が16日に特命審議官に着任し、その下で内閣府、財務、経済産業、総務、法務、国交、厚労、金融、警察の9府省庁から10人のスタッフが「内閣官房副長官補付」として集められ、審議官1人、参事官2人も含まれる。・・・」
３．ＩＲカジノは多岐にわたり検討事項が多い。これらスタッフがカジノ導入を前提としてその誤魔化しの「露払い」をするものになろう。
　問題の第1は、民間企業に刑法上違法な賭博開帳をさせ、市民に賭博をさせる点だ。これは日本に前例がない。ＩＲ特区で特例的に許可するとしても、その条件設定は憲法問題にまでかかわる。富くじ（toto）所管の文科省を除き、現在の公的ギャンブルの関係省庁を全て集める。いわゆる全庁「根廻し」をしようというものだろう。この点は憲法的な課題で、別に検討したい。
　第2の問題は、カジノの弊害だ。カジノ客を外国人だけにすれば、依存症や破綻者へのケアはラスベガスやマカオなどと同様知らん顔をすることもできる。しかし、マネーローンダリング（資金洗浄）や税収確保（脱税阻止）、犯罪組織の排除、教育･文化環境のマイナス面は大問題となる。
　　第3は、日本は既にギャンブル依存、病的賭博者を多数発生させている点。それに措置をとらず、またその“病”を放置したままカジノが加われば、日本の病的賭博を増やすばかり厚労省は賛成しがたいはずだが力がない。
第4は、「ギャング」が賍物、不正収入を清浄金のように替えることだ。実は日本で民間企業に賭博開帳させることは、資本主義の企業における裏金づくりを最高（最悪）にする。今でも盗んだ金がパチスロ等ギャンブルに消えている。カジノではその金がケタ違いに大きくなる。
第5は破局。今のパチスロの賭け額では、経費のかかるカジノは維持できない。もし今のパチンコ客がそのままカジノ客になるなら、1人当たりの収益は少ないし、そのパチンコ客筋のマナーから秩序は維持できない。これではカジノが狙いとしている外国客や金持ちのＶＩＰは寄りつかないから必ず破綻する。
　　第6に、そもそもカジノに投入する大金は、正常に稼いだ客といえるだろうか。欧州では伝統的に、カジノは国外の大金持ちの遊び金によるものだから出処も問わないかも知れない。しかし、アジアのカジノで数十万、数百万円以上を賭ける客は、本来正常に働いて正しく納税した者はほとんどいない。
４．世界中のカジノも実はＶＩＰカジノで成り立っている。作業服、普段着の大衆が数千円の金を持ってきてスロットで長く遊ばれてはカジノの維持費も出ない。従って、どんな客も日本円でいうなら5万円以上は「落としていってもらう」という仕組みのカジノにならざるを得ない。
５．韓国の江原ランドカジノの例では、アディクション（中毒・嗜癖）対策のために年8億円（それでも十分といえないと思えるが）を要している。とすれば、仮に年1万人のアディクション者1人当たり8万円を要しているという計算になる。
　　江原ランドカジノは、韓国人が参加できる唯一のカジノであり、年1300億円の売上というから8億円を投じてアディクションケアセンター（ＫＡＣＣ）を維持していけるのである。それでもカジノを原因とする毎年何十人もの自殺者や1000人を超えるホームレス･破綻者を生んでいる。
６．もし仮に、大阪の夢洲にカジノができるとして、外国人客が1日1000人（年間36万5千人）と日本人客が1日2000人（年間73万人）来て、日本人の73万人の3％の客にケアが必要とすれば、年間約2.2万人（毎日60人以上）をカジノがケアし続けなければならない。毎日2000人の客を点検し、その中から60人以上のアディクション層にまともなケアをしていて、カジノがやっていけるのか。江原ランドカジノのように官51％、民49％出資の特殊会社によって独占的な経営を可能としても、その責任を課すのは至難である。民間企業はそんな責任を果たさない。
７．今、日本で推進されているＩＲカジノ計画は10ヶ所。そのうち東京、大阪、沖縄、北海道、東北、九州の6ヶ所でも、東京以外では年間100万人以上のカジノ客は期待できない。（1ヶ所100万人として6ヶ所なら600万人以上になるが、そこまでは絶対に不可能でその場合は共倒れになる。）結局は、東京五輪開催時の客を考えたお台場カジノ案以外はおよそ成り立つとは思えない。それでも甘い。もし、少ない客で費用をかけずにやれば、現在のパチスロや３Ｋ（競馬、競輪、競艇）以上の弊害を社会に垂れ流す。
　　そもそも、マカオやシンガポール、そしてマレーシア、フィリピン、ベトナム、韓国など東アジアで外国人客を取り合う中、日本がカジノで成功するのは困難である。マカオやシンガポールは中国語圏で、中国富裕客を呼び込めた。しかし、韓国などは成功していない。今の中国は特権層がいるも、中国が民主化すれば日本まで来てマカオ・シンガポールと同様のカジノゲームに興じえるとは思えない。
　　それに、ＶＩＰカジノには呑む・打つ・買うの3大快楽が付いている。すなわち売買春や薬までが接待され、「限られた客」ということで「コンプ」というサービスがされる。酒と薬と性のないカジノは存在しないのである。
　　賭博は国外犯は処罰されないから、日本人は外国のカジノで博打をしたと公言する。しかし、買春や酒と薬はそうは言えないし、隠されるから表に出ない。
　このような深刻な弊害が出ても金を儲けるためならやるというのは、「猥雑さを引き受ける」という橋下大阪市長ぐらいだろう。北海道知事や横浜市長は女性だが、キレイ事だけのＩＲカジノを信じているなら馬鹿馬鹿しい。カジノの真相を知らないか見ようとしないのである。
＜海外情報＞（7月～8月12日まで）
○シンガポール観光局7月統計
1～3月観光収入は60億シンガポールドル（4950億円）、うちカジノと娯楽施設で16.4億Sドル（27％）、ホテル宿泊13.4億Sドル（18％）であった。カジノ等は増えたが、ショッピング18％、飲食10％と減少。外国人客はインドネシア74.9万人（6％増）、中国55.7万人（14％減）。
○悪化するアメリカの雇用危機
　　ラスベガスに次ぐ第2のギャンブルセンターといわれるアトランティックのトランプ・プラザ・リゾート1000人レイオフ、9月閉鎖、12軒のうち9ヶ月で総数3分の1、従業員4分の1が減少。カジノリゾートは当初は利益を与えるも長期的見通しは苦しい。労働者は経済危機の下、娯楽をする余欲はほとんどないという。
○米ペンシルバニアの韓国人ホームレス老人の生計
　　行きは無料のバスでカジノに行く。カジノで負けた老人は、帰りのバス賃用として支給される45ドルのゲームマネーをもらい、これを38ドルで転売する。そして、実際のバス賃15ドルと運転手に3ドルを支払って帰り、残る20ドルで生活するという。
○マカオカジノ・ギャラクシー社、従業員に自社株支給（8月4日）
　マカオの6大カジノの一つギャラクシー（銀河）社が、従業員5万人に対しその月給3倍分にあたる自社株を支給した。上場のカジノ6社への待遇改善要求に対応したもの。ＭＧＭ、ウインマカオ、メルコクラウン、サンズチャイナは対応し、ウインマカオは7500人に1000株支給済。
○メルコクラウンとクラウンの合弁会社、日本進出に意欲的（8月12日）
東京芸大へ10億円寄付。東京・大阪へ進出。
○アメリカ、3人に1人が借金取りに追われている（8月12日）
　　アメリカ人は920億ドル損失（2007年）。アメリカにはカジノ1200箇所、ギャンブル人口7300万人、ネバダ州住民49％が借金取立にあい、未払平均7198ドル（2005年）。
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　賭博ものしりシリーズ・４　『賭博虎の巻』　
　賭は賭けること、博はEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(し),布)くこと、賭博は財物を賭けて勝負することだ。その昔、中国の河南省相国寺の門前で「博奕に負けぬ秘訣」というものを売っていた。遊び人が喜んで大金を出して買ってみたところ、「賭け事を止めることにあり」と書いてあったという。
　現在宝くじや競馬など確実に本命を当てるという虎の巻グッズや本が売られているが、多くは嘘の内容で物品の販売そのものが「詐欺」になろう。
主張　　ギャンブル被害は消費者被害　　　　梶野　留太郎
１．ギャンブル被害は事業が生む
　　ギャンブル問題はこれまで、賭け事好きの人（不真面目、勤労意欲がなく努力しないで射倖性を求める者らへの否定的評価）がバクチをした個人的行為による自己責任と考えられがちでした。そして、その者が自らだけでなく家族や社会に害を及ぼしているとの見方が多いといえます。まず、これを見直すことが必要です。
　　たしかに、射倖心がある人がギャンブルにはまるのですが、実は射倖心は誰にでもあり、それを増やし射倖心で人生や社会まで害するのは、その人そのようにする「しくみ」が私たちの社会にあるからです。射倖心を利用して金を儲ける事業やそれで人の富を奪う人間がいるからです。
　　特に、今日のギャンブルは産業化・組織化され、本質を異にしています。具体的に暴力団やヤクザの非合法賭場や闇バカラから、公認賭博の公営競技（競馬、競輪、競艇、オートレース）や宝くじ・サッカーくじ、さらには風営業という名のギャンブル、パチンコ・スロットも事業化され、人々を射倖心で呼び寄せ、そこで主催者・営業主（胴）が一回ごと25～55％を控除して客に配当し、その配当金に射倖心をそそる仕組みを持たせているものです。パチンコ・スロットも店が賭け金ならぬ貸し玉料からその20％以上の利益を得ます。
　　人には快楽を求める性質があるのは公知のことです。だからといって性欲を利用した売買春、快楽に誘う薬物を売ることが正当化される訳ではありません。射倖心が営利企業に利用され、ギャンブル被害が発生・拡大されているのです。
２．ギャンブル被害は消費者被害
　　ギャンブル被害は、事業化され商業化されていれば「ギャンブル商品」の売り手が顧客という買い手に与える消費者被害です。その「商品」の宣伝広告に誘われて大衆消費者がギャンブルをすると、その大半は必ず損失を受けます。多くは損をするということがわかっていても止められない射倖心とギャンブル依存症というべき病が賭けを続けさせます。
そして、自らの金だけでなく家族の金、借金、さらには他から盗んだ金を投じてしまう者まで出るのです。ギャンブルをしている人に金を貸す高利貸しとなった銀行のキャッシングもあります。ギャンブル事業者はこれらの実態を見て見ぬふりをして、賭け金の出処も（犯罪によって得た金かどうかも）全く気にしません。
客が賭け事に熱中して我が子を熱中死させたり交通事故死させたりしても、また客がギャンブル破綻したり自殺したりしても、自らの責任として対応していないのです。
本来、ギャンブル商品を広告すること自体、反社会性があります。それどころか、無差別に大衆メディア（ＴＶ､新聞）がところ構わぬ誘惑の宣伝をすることは許されません。しかも宣伝表示には不当表示が少なくありません。消費者に理性を働かせたり、射倖心を抑制させる表示はないのです。
ギャンブル被害は、子どもの時からの「お金」や「金銭感覚」についての正しい教えがなされていないことにも原因があります。お金はどういうためにあり、どうして得られるのか得るべきか、その費消には適切なものと不適切なものがあり、その正しい管理とコントロールについて教えるべきなのです。しかし、金本位主義の下、現状はこのような教育がなされず、ただどうであれ大金を得ることがよいことだという誤った金権主義思想が流され、その下でギャンブル被害が発生しているのです。
ギャンブルの取引条件も、正しい消費者契約の下でコントロールされるなら賭け金の拡大は許されません。客への配当と事業主の控除率、そして正しい購入のあり方、表示の適正化など抜本的に変わります。今の状況は憲法や消費者法からみて「非合法」で消費者被害であり、人権侵害とさえいえます。
コラム　　　　　　　　「病的賭博」の推計への非難
◎　2009年厚生労働省が委託した調査では「日本成人の5.6％（男性の9.6％、女性の1.6％）がギャンブル依存症。諸外国の1～3％より異様に高い」とし、これを元に日本人は約560万人ものギャンブル依存症がいると計算している。（続いて2014年8月21日、厚労省は2013年の委託調査で、日本人のギャンブル依存症は国民の4.8％、536万人とも推計されるという報告を出した。）
◎これに対し、カジノ推進派は次のような非難をする。
　（１）この厚労省調査は飲酒実態調査のついでに行われ、賭博問題のメイン調査でない。
　（２）男女7500名の標本調査で、アメリカのＳＯＧＳという診断基準の回答5点以上該当なら病的賭博と診断された。しかし、①アメリカと日本の賭博環境の違いについて考慮がない、②5点以上が該当するのは妥当性に欠ける、③アンケートは実際より高い数字になる。
（しかし調査は、結果は暫定値とし、カット･オフ･ポイントを6点、7点にした場合も示している。6点なら男6.9％、女1.1％、7点なら男4.4％、女0.9％になるとしている。）
（３）また、諸外国のギャンブル依存調査はＳＯＧＳ基準でなく「ＤＳＭ－ＩＩＩ」「ＤＳＭ－ＩＶ－ＴＲ」もあり、サンプル抽出もまちまちであり、この調査で日本は異常に高いというのはナンセンス。
　（４）「病的賭博」と「ギャンブル依存症」は使う人により異なり玉虫色である。　等々
◎　しかし、①病的賭博にせよギャンブル依存症にせよ、あるいはアディクション（嗜癖）を含む病的な存在というものは、1990年までにＷＨＯ等で知られていた。その対応を放置したのは賭博業界と政府、厚労省である。そしてようやく調査したことについてケチを付けることしか考えず、不都合な真実を視ようとしないものといえる。
　　②外国との比較は、日本におけるパチスロがギャンブル依存を生み出す最大産業であることや、3000万人以上の宝くじ購入層や4つの公営競技が全国にあることから簡単でない。
③診断基準の違いがあることを公表しつつ調査しているのに、あえて批判するのは全く為にする非難といえる。これはかつて公害病の認定をめぐって、「疑問」という加害企業の主張に似ている。
◎　また、カジノ推進派は、高い推計値に不満を言うために、宝くじに興じながら賭博反対を言う賭博感の問題、還元率45％の“ボッタクリ”宝くじに対して好意を持って「夢を買う」客のことを賭博を理解していないとまで非難する。投資や賭博において日本人はメンタル管理が欠如し、リテラシー（読み書き能力）が低いという。論者はこの識字率をも意味するリテラシーという言葉を多用して、賭博に対する理解（賭博リテラシー）が低いというのである。
　しかし、この論者こそ、賭博依存、アディクション（嗜癖）、病的賭博発生の病的機序や、これを発生させた企業と社会の責任についての理解を欠いている。
　そしてまた、「賭博に悪いレッテルを貼ってきたのは過去とし、カジノと共生しよう」とまでいう。そのために賭博への正しい理解を求められるとする。
　しかし、賭博は原則世界中で刑法により処罰される行為だ。これを単に「悪いレッテル」というのなら、自らの賭博開帳行為の無罪を主張するか、刑法改正運動をやるしかない。
コラム　　　～ＩＲをあおる～　博報堂のＩＲ調査①
　2014年8月5日、博報堂のＩＲ/ＭＩＣＥ推進室は、「ＩＲ/ＭＩＣＥ」について日本全国で調査したとし、その結果を発表した。都道府県別のカジノに対する現状意識調査や、ＩＲ導入が議論されているエリアにおいて実際にＩＲ/ＭＩＣＥがオープンした場合の集客数や売上の簡易推計をしたものである。これによると、ＩＲ/ＭＩＣＥの消費ポテンシャル（可能性）総額は13.5兆円という。推計とはいえ大変なホラ吹きだ。
具体的に訪問意向率が高いのは、東京（お台場）で25.9％、国内在住者の来場は年間約2400万人という。その場合、施設全体で最大2.9兆円の売上（ショッピング除く）と試算する。この東京来場者（訪問意向者）は51.9％が関東在住者という。
　その他では、沖縄は、ポテンシャルの入場者最大値約1400万人、売上1.3億円（ショッピング除く）で、訪問意向者のうち32.3％が関東、19.1％が近畿地方在住者という。また、大阪（臨海部）は、入場者最大値約1300万人、売上1.9億円（ショッピング除く）で、訪問意向者のうち61.5％が近畿地方在住者という。
　この調査の詳しい説明はないが、8万2013人を対象（但し、北海道はうち4.3％、東北7.1％、関東34.3％、甲信越4.0％、北陸2.3％、東海11.7％、近畿16.3％、中国5.7％、四国3.0％、九州11.2％）とし、3箇所でのＩＲ/ＭＩＣＥの単一回答を求めたものである。その結果、東京（お台場）は1万744人、大阪は5494人、沖縄は5872人の回答を得た。
　これによると、東京へは8人に1人が、沖縄・大阪へは15人に1人が訪問意向を示したことになる。しかし、4人に3人は3箇所のいずれにも訪問する意向を示していない。そして、東京の8人に1人という数値から日本国民2400万人の来場者とするのは、どう考えても過大推計であろう。これは沖縄・大阪にしても同じである。
　加えて、売上についても、東京2.9兆円は2400万人であれば1人当たり12万円、沖縄は1人当たり9.28万円、大阪は1人当たり14.6万円の計算であるが、これらはどのような根拠で導かれたものか不明である。
コラム　　　　　　　　ギャンブル場の「おじさん」
「おじさん図鑑」という本（なかむらるみ著　小学館）によると、ギャンブル場は「おじさん」観察のために外せないという。詳しくは著作に譲るが、競艇場、競輪場、オートレース、競馬、ＷＩＮＳでの立ち居、足掛け、肘掛け、ウンチングスタイルで観戦や予想している姿を紹介している。また、レースが終わって、大衆居酒屋で一杯やるおじさんも。
賭けに興じ夢中になり、多くはがっかりして帰る姿はあるし、予想屋、窓口、ガードマンetcのおじさんの姿もある。
確かに、公営競技は98％が「おじさん」客であり、働く世代と退職者世代のおじさんが働かずに賭けに興じる（とらわれる）姿には共通性がある。
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇　　ギャンブル回文　　◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇
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大暗賭博百人一首（２）
前回（会報26号掲載）に続いて、小倉百人一首の替え歌です。（今回は21～40番）
21．今度こそ来てと思いし菊花賞　三冠達成待ち出でつるかな　　　  　＜競馬熱狂＞
　　今は来むといひしばかりに長月の　有明の月を待ち出でつるかな  　（素性法師）
22．吹きならせ賭博依存を世に広く　むべ賭け好きを嗜癖というらむ  　＜賭屋病人＞
　　吹くからに秋の草木のしをるれば　むべ山風をあらしといふらむ  　（文屋康秀）
23．レース終え千々に帰るぞ悲しけれ　わが身も一人の賭人ならねど　　＜競輪帰人＞
　　月見れば千々に物こそ悲しけれ　わが身一つの秋にはあらねど　  　（大江千里）
24．ギャンブルに抜き差しならず借金山　返済できず債務整理に　 　　 ＜返済不能家＞
　　このたびはぬさも取りあへず手向山　紅葉のにしき神のまにまに　　（菅家）
25．名を出して｢億円当てた｣と言えないは　人に知られず詐欺するものだ ＜詐欺出版本＞
　　名にし負はば逢坂山のさねかずら　人に知らねでくるよしもがな  　（三条右大臣）
26．小倉から初む競輪大赤字　今ひとたびの人気待たなむ　　　　　　　＜競輪考＞
　　小倉山峰のもみじ葉心あらば　今ひとたびのみゆき待たなむ　　 　 （貞信公）
27．皆に賭けさせて増やして収益金　何時までやれる判りかねらむ　　　＜地方自治体＞
　　みかの原わきて流るるいづみ川　いつ見きとてか恋しかるらむ　  　（中納言兼輔）
28．リゾートは｢冬ぞ｣不振にありにける　人来ず客も涸れぬと思えば 　 ＜ハウステンボス＞
　　山里は冬ぞさびしさまさりける　人めも草もかれぬと思へば　　  　（源宗于朝臣）
29．心あてに客来る期待ＩＲ　おきまどわせるカジノにたのみ　　　  　＜凡誘致策＞
　　心あてに折らばや折らむ初霜の　おきまどはせる白菊の花　　　  　（凡河内躬恒）
30．あけすけの策なく見えし誘致策　期待ばかりでうさんくさいし　 　 ＜カジノタノミ＞
　　有明のつれなく見えし別れより　暁ばかり憂きものはなし　　　  　（壬生忠岑）
31．明らかな累積赤字見るたびに　解散策にふれぬ自治体　　　　　　　＜地方公営競技＞
　　朝ぼらけ有明の月とみるまでに　吉野の里にふれる白雪　　　　 　 （坂上是則）
32．山となる金を受けたるしがらみで　通してしまえカジノ立法　　　　＜カジノ議連＞
　　山川に風のかけたるしがらみは　流れもあへぬ紅葉なりけり　　  　（春道列樹）
33．国民のタンス預金を引き出して　軍費にあてし勝札売らむ　　  　　＜日本勧業銀行＞
　　久方の光のどけき春の日に　しづ心なく花の散るらむ　　　　　  　（紀友則）
34．誰もかも嗜癖にせん賭け事は　客は昔の友ならなくに　 　　　　 　＜博徒相敵＞
　　誰をかも知る人にせむ高砂の　松も昔の友ならなくに　　　　　  　（藤原興風）
35．博奕いざ心も忘れ家族らも　保証人として追われ続ける　　　　  　＜博奕破局＞
　　人はいさ心も知らずふるさとは　花ぞむかしの香に匂ひける　　  　（紀貫之）
36．ﾔﾐｶｼﾞﾉまだﾊﾞｶﾗして開けぬるを　金はいずこに流れ行くらむ　　　　＜ｷｰﾉもﾔｸｻﾞ＞
　　夏の夜はまだ宵ながら明けぬるを　雲のいずこに月宿るらむ　　 　 （清原深養父）
37．知らぬ間に賭の吊り上げカジノ場は　守り通せぬ適正限定　　  　　＜賭屋せいやす＞
　　白露に風の吹きしく秋の野は　貫きとめぬ玉ぞ散りける　　　　 　 （文屋朝康）
38．忘られぬ博奕やめると誓いてし　己のが命の惜しくもあるかな　 　 ＜賭因＞
　　忘らるる身をば思わず誓いてし　人の命の惜しくもあるかな　　  　（右近）
39．浅智恵のカジノの成功しのぶ市の　あまりに多く人の淋しき　　 　 ＜惨戯等＞
　　浅茅生の小野の篠原しのぶれど　あまりてなどか人の恋しき　　　  （参議等）
40．しのぶれど病に入りけりわが賭博　やめる気ないかと人のとふまで　＜平の賭盛＞
　　忍ぶれど色に出でにけりわが恋は　物や思ふと人の問ふまで　　  　（平兼盛）

ギャンブルＮＥＷＳピックｕｐ　 　会報26号に未紹介の分も追記します。
2014.6.16　　読売　　人生案内：パチンコで借金を重ねる息子
6.18　　朝日　　カジノ法案審議入り
6.19　　読売　　社説：娯楽の負の側面も勘案せよ、カジノ法案審議入り
　　 7.16　　毎日　　水説：（カジノは）日本にふさわしいか　中村秀明
　　 7.17　　産経　　ＩＲ誘致乗り遅れるな　関西中小企業会　藤本大商大研究員
　　 7.18　　各紙　　内閣官房にカジノ解禁へ新組織（国交省渡辺一洋特命審議官）
　　　　　　　　　　 内閣府、財務、経産、総務、法務、国交、厚労、金融、警察の9省庁10人の「内閣官房副長官補付」とスタッフ計20人
     7.31　　米・ラスベガスサンズ社、大阪のＩＲに投資表明
　　 8. 3　　赤旗（日）　カジノが成長戦略？　　鳥畑与一静岡大教授
　　 8. 5　　博報堂　ＩＲ全国全計で消費ポテンシャル13.5兆円
　　 8. 6　　東洋経済　　カジノ発祥の欧州、市場減少が進むわけ
　　     　　日経　　電子版読者、カジノ賛成58.7％、反対41.3％（調査総数1796名）
　　　　　　 読売　　北海道高橋知事、シンガポールセールス＆カジノ視察へ
8.6～7　アゴラ　ギャンブル依存症への理解と支援のために(1)(2)　石川公彌子
ギャンブル依存症の深刻な実情に対し、適切な予防や治療ケアがなされていないとし、2014年2月一般社団法人「ギャンブル依存症問題を考える会」が設立され、8月3日に「企業･学校における依存症教育の必要性」をテーマに後援会を開催。
　　 8. 8　　週刊ポスト　ギャンブルにはまる心理と犬のトレーニング(Newsポストセブン)
　　　　　 8.12　　毎日　　視点：秋の仕事は　「カジノ国会」はごめんだ　　論説委員･人羅格
　　　　　　　　　 東洋経済　　韓国合弁が乗り出すカジノリゾートの勝算
　　　　　　　　　 朝鮮日報　　「江原ランド手本」に日本から視察相次ぐ
　　　　　 8.16　　「徹底批判カジノ賭博合法化」合同出版発行（追って書籍紹介します）
　　　　　 8.19　　共同　　北海道高橋知事シンガポール視察
　　　　　 8.21　　朝日　　厚労省委託研究（樋口久里浜医療Ｃ院長）
　　　　　　　　　　　　2013年7月、7052人中4153人回答の調査でギャンブル依存は4.8％、536万人（成人男438万人、女98万人）と推計
　　　　　 8.22　　時事　　カジノに日本人ＮＯという？厚労省
　　　　　　　　　 東京　　社説：カジノ法案、副作用が大きすぎる
　　　　　 8.23　　沖縄ﾀｲﾑｽ　　カジノ誘致でギャンブル依存を懸念
　　　　　　　　　 赤旗潮流　　カジノいらない
　　　　　　　　　 日刊ｹﾞﾝﾀﾞｲ　　本場は破綻、ハゲタカに踊らされる安倍政権「カジノ解禁」
　　　　　 8.24　　朝日　　カジノ都で一転慎重、用地貸出し、担当部署格下げ
　　　　　 8.25　　南日本新聞　　社説：カジノ法案・成長戦略の「賭博とは」
　　　　　　　　　 琉球新報　　社説：ギャンブル依存症　対策講じて悲劇をなくせ
　　　　　　　　　 赤旗　　依存症536万人　カジノ合法化に警告
　　　　　 8.26　　朝日　　「パチンコに換金行為ある？」課税めぐり熱い論議
　　　　　 　　　　毎日　　香山リカ　カジノ依存は手強い
書籍紹介　
１．「カジノ狂騒曲 ―日本に賭博場はいらない― 」竹腰将弘・小松公正
　（2014.7.30　新日本出版　1400円＋税）
　　第１章･第２章で、カジノＩＲについて全国くまなく調査して得た「狂騒曲」を紹介し、カジノ反対の見識と反対運動も紹介する。第３章以下では、カジノやギャンブル依存症を隠した推進グループＩＲ連やＪＡＰＩＣ、日経連について詳しい資料付きで紹介。カジノ連やパチンコ連も詳しく紹介し、彼らの無知で金に走る様も知ることができ、議員資格に×印が必要だと思わされる。
２．「競馬をめぐる状況」　農林環境課　本田伸彰（国会図書館レファレンス2014.7）
　中央・地方の競馬の状況（入場者も売得金も減少し続ける）、払戻率がH26より上限80％まで可能となり単勝式・複勝式80％、3連単72.5％への設定変更、中央と地方の競馬で馬券の相互販売拡大状況をいう。
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
第21回全国市民オンブズマン大会in岩手
　　　  ギャンブル問題分科会開催報告
　　9月7日、全国市民オンブズマン大会2日目の午前、初めて分科会を開きました。「依存症対策協」の吉田哲也弁護士の司会の下に、予想を上回る50名超の参会者を得て盛会でした。
（１）田辺医師の「依存症の実態と病気発生のしくみ」
（２）井上弁護士の江原ランド視察報告とＩＲ問題提起（下記）
（３）近江弁護士の秋田カジノ計画の報告
　　そして、参加者による質疑・発言と続きました。参加者は国会提出中のＩＲカジノの危険性もよく理解されたと思います。
　　この討議は全体会に報告され、ＩＲカジノ反対の決議が採択されました。
江原ランドカジノ視察報告とＩＲカジノ問題
１．韓国江原ランドカジノの実態（賭博中毒センターを中心として）
2014年6月23～25日まで韓国江原道（韓国北東部、ソウル東方200km）にあるEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(カンウォンド),江原道)カジノの調査団に参加した。初日の夜には早速実際にカジノも体験。翌日午前中、ＩＲカジノを経営する半官半民の(株)EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(カンウォン),江原)ランド所属のカンウォン･アディクション･ケア･センター（ＫＡＣＣ　賭博中毒センターとも訳される）から多くの資料や出版物、プロジェクターを使った説明を受けた。私達一行はＫＡＣＣにとっては近年多い調査団の一つであり、ＩＲのホテルのＭＩＣＥの一室が用意されていた。
　　キムマネージャー（事務局長）によるＫＡＣＣの説明の要旨を紹介する。（（　）内は筆者の付加説明。）
（１）江原道カジノは、炭坑の町だった太白地区が閉山に伴って町の存続のために生まれた。一時は核廃棄物処分場誘致までした窮迫事情下にあり、政府に特例法を要請し、韓国で唯一の韓国人もカジノができる総合リゾート開発が許可された。（韓国でのカジノ導入は1967年仁川が1号、外国人向けは現在では他に16ヶ所）
（２）(株)江原ランドは、公共部門51％・民間49％の出資からなり、資本は約1070億ウォン（約107億円）。1998年発足、カジノは2000年にオープンした。雇用職員約3000名のうち70％がこの町の者である。（カジノはテーブル200台、マシン1360台。ＩＲの中心施設となっている。）
　　　カジノ利用者は韓国人が中心（350万人）で、外国人は香港などが4％。現在の売上は年約1.3兆ウォン（＝約1300億円　韓国全体は1671億円というから、この1箇所で圧倒的売上）。
（３）カジノは初めからアディクション（中毒･嗜癖）を生むことがわかっており、その弊害を最小限にすることが課題となっていた。そこでＫＡＣＣがカナダ等に学んで会社の直属機関として設けられ、今は専門の相談員7名を含む16名が担当する。
（４）センターは、カジノの受付でチェックする韓国人への①入場者の相談･治療、②アディクションへの企画･広報、③調査研究、④行政支援を行っている。（カジノはホテル3階に入り口･受付があり、センターはその手前にある。）
　　　何よりも事前相談による嗜癖への予防を重視し、治療･ケアを必要とする者は治療費も負担している。センターの財政は年79億ウォン（約8億円）。これまでに高危険と判断した2470名、それに準じる中危険層9235名をケアしてきた。客の1.8％、計1万人を超える。（それでも年に自殺を25人、ホームレスを100人出し最大5000人ともいう）
（５）江原ランドカジノでは、次のチェックがなされケアしている。
まず、韓国人の形式的入場制限として①月別出入制限15日とする、②2ヶ月連続15日になると入場制限の上、相談･指導、③3ヶ月で30日は入場制限の上、義務相談と確認書。そしてアディクション者へのケアとして④本人の家族申出による入場制限、⑤本人の申出による入場制限、そして病者へは⑥帰宅支援（6万ウォン、3年入場制限）、⑦緊急支援、⑧病的治療費負担（永久入場制限）、⑨職業再活という再就職活動支援（再生支援）をしている。1年間の相談件数は9600件（実質は2800名）。職業支援としては、ホテルのベーカリー（パン）がこの人達の社会復帰事業となっている。
２．江原カジノから考えられる日本へのカジノ導入による危機
（１）地元住民が利用する炭坑食堂という大衆的レストランがあり、山上の江原ランドホテルを見上げる。町は質屋（金融店）だらけ。カジノに来た客が資金不足になると、乗ってきた車や宝石を担保にして金を借りてまたカジノに戻っていく。だからこの商売が流行している。
　　　韓国人は5000元ほどの入場料がいるにもかかわらず、日曜日であった6月22日夜から翌朝6時まで韓国人の若者を中心に2階のカジノに3000人もの人が入っていた。
外国人はパスポートを提示して入場するのだが、バスガイド兼通訳の交渉で無料どころか逆に15000元分のサービス券を貰って入場できた。日本人客は、まず4階の100人ほど収容できる広さの外国人コーナーに通された。我々はそこでバカラのまね事をした後、スロット、ルーレット、大小などをすることができた。（しかし、早々に負けて長く賭ける者もなく、2棟からなるうち1棟のコンベンションホテルの15階の部屋に引き上げた。）
このＩＲでは、従業員のうち70％は炭坑関係者の若者が採用され、交代勤務。カジノで働く若い人は特に小綺麗な姿をしているものの無表情でカードやルーレットを廻し、チップのやり取りをしている。その姿からは働く喜びは全く伺えなかった。カジノは客に唯々賭けさせて、結局は胴となるカジノが収益を上げるシステムである。賭ける客達の表情を見たが、特に喜んでいるような者はほとんどいない。それどころか単に遊びと言えないほどにのめり込んだ様子の人もいて、月曜の朝まで賭けていて一体何人がソウルに帰って仕事に戻るのだろうかと余計な（？）心配をしたのであった。
（２）質屋で金を工面する人は見なかったが、ホテル3階のカジノ入場口の横にはＡＴＭを備えた銀行窓口があった。同じく入場口手前に構えられたＫＡＣＣの入り口は狭く、室内にはハングルで書かれた本が並ぶ書棚があるも、それを読む人はいなかった。センターの受付に女性が一人いた。
ＫＡＣＣも含めＩＲの従業員らはホテルから離れたアパートに住んでいる。ＩＲは若さと容貌とカジノのゲーム機操作能力を求め選抜する。カジノで無表情で接待する仕事には客との心の交流も全くない。カジノが雇用を生むというのは一定事実ではあるが、炭坑従業員らが失職して他に産業･職がないということで生まれた仕事には「職業選択」の自由も余欲もなかったろう。
日本のＩＲの仕事を良い就職口として大々的に喧伝するのは異常であろう。パチスロ店の従業員の仕事そのものにどれだけ働きがいがあるというのか。
（３）江原道にカジノホテルが生まれて10年余。その後ＩＲ化し、ゴルフ場、冬季スキー場もあるが、結局のところＭＩＣＥ（会議場、コンベンション）には不便だし、収益はカジノ中心である。大半の客が日本でいえばパチスロ疲れになって帰るのである。
もちろん勝つ人もいる。案内のガイドも江原へ向かう車内では数万円を儲けた前回の体験を大きく語っていた。しかし、今回彼女は入場料を支払って（韓国人だから）カジノに挑戦したが、帰りは負けたとだけで言葉少なだった。
カジノで多額の収益金を得なければ（カジノ客の多くはそのホテルに泊まっていない）会社も破局（もちろん税収もゼロ）する。よって、この韓国公営企業は韓国人を収奪することでこの地の産業が成り立っている。
自殺者が世界一という国情下で、カジノが生む病･破局で個人から社会までが破壊されることを知っているために事前に対応部局（中毒センター）をつくり、海外の取組も学んだ。それでも町には質屋が並び、破綻者や自殺者を多く生んでいる（ある記事では自殺者1300人とのデータも）。
（４）日本は公営賭博に加え、ミニカジノといえる日本のパチスロが500万人以上の病的賭博を生んでいる。日本のギャンブルは表に出る30兆円弱の売上から約2～4割の利益が、富くじ発売元自治体からパチスロ店やメーカーらにまで配分される。賭博事業も従業員雇用を含む人的需要もたしかに生む。
しかし、その事業とは有益事業・健全産業か。娯楽需要を満たすとも、富を生むのか。有益労働か。ギャンブルがここまで不可欠か。教育に役立つか。これらはほぼ否定される。娯楽というも「禁断歓喜」「射倖心」の究極にあるのがカジノではないのか。
（５）社会での不可欠さと公益性の点検をしないギャンブル観は、快楽のために薬や性を売買することを問題としない見方と同じであろう。導入論者といえど、カジノ等ギャンブルに副作用はあるともいうが、その弊についてはいつも過小評価する。
（６）公営競技、宝くじ、パチスロなどの社会的損失、社会的被害の責任転嫁について反省のない企業、役人、議員らは、ＩＲカジノ推進を語る資格などない。
ギャンブルの事業は、健全な自治体事業か
（１）ギャンブル事業は、自治体（ないし共同体）が賭博の胴元となり、市民である客から確実に収益を上げるものです。税とは本質的に異なり、①事業に恒久的な正当性はなく、②結局は貧しい民から特別に収奪する収入、といえます。宝くじ、totoの売り上げ（購入金）の50％以上の控除率はもとより、４公営競技でも同様25％を控除し、世界最高の「ぼたっくり」賭博です。現状のギャンブル事業自体を問うべきです。
（２）ギャンブルは自治体と市民に弊害を生んでいます。公認ギャンブルは、弱い市民を射倖心で釣って収益をあげます。そして、市民の健全な生活だけでなく、家族社会も含め被害を与えます。ギャンブルが、生活、教育、文化環境を悪化させると問題にされるのは、その弊害があるからです。これに対して、ギャンブル事業者には責任が課されておりません（周辺住民に被害を与えつつ、金を配って不満を抑えることも多い）。事業者は、病的ギャンブラーでも賭ける客として扱い、家族やさらに広く周辺社会には責任をとっていないのです。こうして自治体は、法に定められた公益的使命を果たさず、独占的賭博事業主となっています。
（３）赤字事業の公営競技は反公益の上塗り
　　　収益金を得て、自治体事業に役立てる以外に公益性を主張できる点はありません。赤字化したり、将来の自治体に負の借金を負担させている公営競技は「百害あって一利なし」です。
（４）権利と不正の温床
　　　ギャンブルは利権世界そのもので、国の省庁と地方自治体の役人の「天下り」や癒着、不正を生んでいます。脱税、汚職も絶えません。
（５）ギャンブルに投じられる資金の不正と犯罪性
　　　賭博の多くは、正当に働いた金も奪うものですが、実は不正に得られ、特には犯罪によって得られた金がギャンブル事業者の収入になっています。ギャンブルの資金のための犯罪は枚挙にいといません。ギャンブル事業は「不当に得た金」で成り立っています。
（６）ギャンブルが誘発する犯罪と集団
大量の金を使うカジノは、マネーロンダリングやヤクザ、マフィアを生みます。
　　以上の点を考えると、ギャンブル事業がおよそ正当な自治体事業ではあり得ないのです。
【裁判情報】大阪地裁　平成２６年（ワ）第６６８３号事　宝くじ販売差止請求事件
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事務局だより





当会は財政上は専らカンパで成り立っています。


会費・カンパを下記口座までお願いします。


記


りそな銀行　北浜支店　普通０１１５７１９


口座名義：ギャンブル被害をなくす会
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